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平成 30年 9月 28日 

日本学術会議

国際リニアコライダー計画の見直し案に関する検討委員会委員の皆様 

国際リニアコライダー計画の見直し案に関する技術検証分科会委員の皆様 

国際リニアコライダー計画に関する補足情報 

岩手県立大学・学長 鈴木厚人 

東北大学理学研究科・教授  山本 均 

東京大学素粒子物理国際研究センター・特任教授 山下 了 

早稲田大学理工学術院・教授 駒宮幸男 

九州大学理学研究院・教授  川越清以 

1. はじめに

日本学術会議において、国際リニアコライダー(ILC)計画の検討のために再び委員

会を設置していただけたことに、ILC計画を推進する私たちは心から感謝しております。

また、学界の各分野からお集まりいただき、貴重な時間を割いてその任に当たってお

られる検討委員会委員、技術検証分科会委員の先生方に、厚くお礼を申し上げま

す。 

さて、9 月 18 日に公表された「国際リニアコライダー計画の見直し案に関する論点

メモ」（以下、論点メモ）を拝見させていただいております。そして、委員の先生方が、

ILC 計画について様々な意見をお持ちであることを、改めて理解いたしました。そこで、

今後の検討の一助にと、補足的な情報を提供させていただきたく、この文書を提出す

る次第です。 

2. 参考資料・情報について

貴委員会・分科会におかれましては、文部科学省「国際リニアコライダー（ILC）に

関する有識者会議報告書」（以下、文科省報告書）をベースとなる資料としてご審議を

始めていただいたと拝察しております。この報告書は文科省が公式に用いることがで
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きる情報に基づく検討結果をまとめていただいたものです。したがって、1）非公式な

海外政府・議会との議論、2）研究者が最適と評価した（文科省として正式な候補地と

決めてはいない）東北・北上山地での地質・技術・環境・工程等の調査および地域社

会との共同活動、3）国内での政治・経済・社会の各層との連携、以上の 3点は、検討

に供されておらず、報告書に含まれておりません。 

貴委員会・分科会で参考人ヒヤリングを重ねて頂いており、多くの情報がすでにお

手元に届いていると思いますが、この度の「論点メモ」には、これらの周辺情報を未だ

十分にお伝えできていないことに起因するご指摘もあるかのように拝察いたします。

特に2013年から現在に至るまで何があり、どのような体制でどこまで準備を進めてい

るかなど、ILC 計画推進の全体像を未だお伝えしきれていないことを痛感しておりま

す。そこで、いくつかの事項について、補足的な情報を提供させていただきます。 

3. 『国際リニアコライダー計画に関する所見』について

2013年に文科省からの諮問でご審議いただいた前回の課題別委員会からの回答

『国際リニアコライダー計画に関する所見』において、５つの主要な検討課題をご指摘

いただきました。まず、その中で最も重要な ILC の学術上の意義である物理について、

情報を補う意味で、手短に説明いたします。続いて、国内体制、人員・人材、国家的

課題への取り組み、予算の枠組み、国際経費分担について説明いたします。 

3.1 物理研究の明確な方針 

 「（1） 高度化される LHC 計画も見据えた ILC での素粒子物理学研究のより明確な

方針」という検討課題については、ヒッグスファクトリーとして 250GeVへの重心系エネ

ルギー変更がその答えとなります。この変更は、CERNの LHCでヒッグス粒子が発見

され、それ以外の超対称性粒子などの新粒子が未発見である現状では、ヒッグス粒

子の詳細研究によって標準理論を超える素粒子物理の方向を見極めることが最重要

課題であるという世界的合意を踏まえたものです。ILCや高度化した LHCの結果から、

より高い衝突エネルギーが必要になれば、長さを伸ばすか、新しい技術による加速

勾配の増大によって、エネルギーを増強できるのがリニアコライダーの特長です。 
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3.2 国内体制と人員・人材 

二つの重要課題「(4) 高エネルギー加速器研究機構(KEK)、大学等の関連研究者

を中心とする国内体制」と「(5) 建設期及び運転期に必要な人員・人材、特にリーダ

ー格の人材」は極めて重要なポイントであり、学術会議での指摘に感謝いたします。

ILC 計画のような大型プロジェクトにおいては、様々な技術的課題を突破する必要が

ありますが、私たちはこれを人材育成の好機と捉えて、長期間にわたるプロジェクト

遂行の中で人材を育成して、国内体制を整えていくことを考えています。国内外のこ

れまでの高エネルギー加速器では、大型プロジェクトが実行されるたびに、このように

して多くの人材が育成されてきました。 

ILC 計画の実施体制として、当初から KEK の LC計画推進室（2016 年から ILC 推

進準備室に移行）を核として産学共同で研究開発やプロジェクト推進を遂行してきま

した。2008年には ILC計画の産学協同による推進のために、先端加速器科学技術推

進協議会を結成して、現在 110 社以上のメジャーな企業と 40 以上の大学・研究所が

参加して活発な活動を展開しています。さらに、サイト候補地を持つ東北地方におい

ては東北 ILC 推進協議会、東北経済連合会、地方自治体、大学などが共同した推進

体制があり、地質調査や環境アセスメントなどを産学連携で可能な範囲で進めていま

す。 

国際プロジェクト ILC の人員・人材の多くは、国内外の研究所からの参加によって

構成されます。さらに、ILCの1/10規模の超伝導電子加速器が既にドイツDESY研究

所の European XFELで稼働しており、また米国 SLAC研究所の LCLS-IIでも超伝導

電子加速器を建設中で、これらに携わった加速器科学者やエンジニアから ILC への

多くの参加が期待できます。世界の何箇所かのハブ研究所で ILCのコンポーネントの

製造・試験・技術開発が、現地の研究者・エンジニアによって行われます。この方式

は European XFELでも実施されています。 

ILC研究所の組織運営やプロジェクト運営の核となる組織には、研究者のリーダー

だけでなく、大型国際プロジェクトの運営経験のある産業界からの人材等のマネージ

メントの専門家が必要であることは、ILC 有識者会議の人材の確保・育成方策検証作

業部会でも指摘されました。これもプロジェクト実行に必要な条件です。 
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3.3 国家的課題への取り組み、予算の枠組み、並びに国際経費分担 

残る２つの重要課題は、「(2) 国家的諸課題への取り組みや諸学術分野の進歩に

停滞を招かない予算の枠組み」と「(3) 国際的経費分担」でした。私たちはこれらの課

題について、プロジェクトを実現するうえでの最重要課題として集中的に取り組んでま

いりました。私たちは、ILC 計画が科学プロジェクトとして極めて大きな予算規模を持

ち、研究者だけでは推進することができないことを常に強く意識してきました。それゆ

え、政治・経済・社会そして地域とともに、この計画を育んでまいりました。 

他の先進国や周辺国が科学技術予算を増やす中、日本は高度成長期から緊縮

財政が必須の時代となり、科学技術予算は横ばいの状況です。その中で科学技術予

算を伸ばし、ILC計画を実現するために、私たちは政府・議会・経済界・有識者の方々

と検討を重ねてまいりました。このように、様々な方の助言、協力を得ながら一歩一

歩プロジェクトを進めてまいりました。 

しかし、このような通常の科学プロジェクトと異なる取り組みは、誤解されやすい部

分も多々あると思いますので、ここに必要な情報を提供させていただきます。 

3.3.1 国政・議会とともに 

小柴昌俊先生、故人となられました折戸周治先生、戸塚洋二先生らを中心とした

長年のご尽力が実り、国会議員の皆様による議員連盟（リニアコライダー研究所建設

推進議員連盟）が自民党にて 2006年に設立（与謝野馨会長）、2008年からは超党派

議員連盟（河村建夫会長）として国政の場でご支援ご検討いただいております。この

ような政治でのご支援は、厳しい財政状況の中で科学技術予算をいかに伸ばせるか、

そういう思いで立ち上げられたものです。議員連盟や超党派の組織は、宇宙・海洋・

核融合・AI などの計画では例がありますが、基礎科学のための議員連盟は天文など

一部を除いて稀有なものだと拝察します。議員連盟の会合では、政策的な観点から

計画の持つ可能性、課題、それに対するアクションを主に議論し、そこには文科省・

内閣府・外務省・国交省・経産省の方々も同席され、情報を共有しています。 
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3.3.2 新たな予算の枠組みに向けて 

 

厳しい財政状況の中でも、科学技術予算を増加させていくことができるよう、国政

では様々な取り組みが始まっていると聞いています。そのような状況の中で、今年 9

月に自民党の関連する複数の本部・調査会をまたいだ自由民主党 ILC 誘致実現連

絡協議会が設置され、初会合では基本原則として以下の３項目が決議されました。 

 

１． 科学技術・イノベーションのみならず国政の多くの課題に挑戦する、政策横

断の「国家プロジェクト」として ILCを位置付けること。 

２． ILC実現のための財源（オリンピック以降）については、通常の科学技術・学

術・大学予算の枠外で措置すること。 

３． 上記に加え、ILCの国際合意については、海外が半分程度の投資分担を行

うことなど、建設開始に必要な国際合意に至るまでに重要決定事項（クリテ

ィカル・ディシジョン）が満足されることを条件とすること。 

 

3.3.3 国際的経費・人材の分担について 

 

国際的経費分担に関しては、ホスト国が協議を開始するにあたり国際分担の目処

が必要、国際分担の目処を得るには国際協議が必要という、いわゆる「鶏と卵」の状

況から一歩踏み出さなければならず、まず非公式の協議が必要でした。海外からの

予算・人材面での貢献の目処をつけるための交渉は、重要なパートナー国候補とし

て米国から開始されました。下村文科大臣（当時）とモニーツ米国エネルギー省長官

（当時）の間の ILC についての議論を皮切りに、2013 年に非公式での議員外交がワ

シントンでスタートしました。 

 

3.3.4 日米間の交渉 

 

日本の政産官学の関係者は、毎年ワシントンあるいは東京で米国の大統領科学

補佐官、エネルギー省長官、科学局長、科学技術関係あるいは日米関係の上下両

院議員、在米シンクタンクなどとの議論を重ね、ILC 計画を実現するために必要な国

際組織としての優先課題と米国が拠出可能な予算規模及び措置可能なスケジュー
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ル等について、対話を続けました。2016 年には日米政府間の ILC discussion group

が設置され、コスト削減の技術開発事業が推進されてきました。新政権においても、

米国の高エネルギー物理学分野は突出して大きな予算増を確保し、年平均約 10％

の伸びを示し、今年の 6 月にはエネルギー省の高エネルギー物理担当のトップであ

る担当官が、「日本に立地する ILCに米国が十分大きな分担をする準備はできた。枠

組みも決定し、すぐにでも正式な協議を開始できる」と明言しました。その予算規模と

措置可能なスケジュールも情報交換していますが、公開資料となる本補足情報では

具体的な数字等を控えさせていただきます。 

 

3.3.5 日欧間の交渉 

 

2015年から、欧州とも ILCの議員外交が開始されました。2017年からはフランスと

ドイツで、それぞれの国の研究者チームと議員が連携を取り、日仏・日独の間の ILC

の国際分担に向けた議論が始まりました。その中でも今年 1月にパリ及びベルリンで

行われた日仏、日独の政産官学の枠組みでの会合は重要な一歩でした。フランスと

は、日仏議員団、高等教育イノベーション省の大臣補佐官、局長、関係研究所長等と、

日本側の議員連盟代表団、文科省、大使館、産業界からは先端加速器科学技術推

進協議会の代表団、東北経済連合会の代表団、研究者の代表団で多くの会合を持

ち、フランスが大きな予算で参加する条件、その予想される規模、可能な時期などの

情報交換を行い、ベルリンでは科学技術委員会の代表と科学技術担当の長官はじ

め教育研究所の幹部と同様の議論を行いました。フランス・ドイツともに ILCの担当官

が任命されています。欧州に関しては、欧州素粒子戦略の策定が最大のポイントで

あり、その後、各国での学術会議等の審議を経て予算措置となると聞いています。欧

州各国では首脳に近い与党議員の強い理解のもとで、研究者の働きかけによって

ILC へ参加するための政策的条件が整えられつつあり、今年 10 月と 11 月にもドイツ

とフランスから主要議員が ILCについて議論するため来日する予定です。 

 

3.3.6 地元と一体となった推進 

 

北上サイトでは、別途情報提供があるように、地元の自治体、大学、経済界などの

協力のもと、ボーリングや航空測量などの地質調査や、土木工事に於けるリスクの検

討が行われてきました。また、陸揚げ港から予定サイトへ大型機器を輸送する際の道
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路の道幅、橋やトンネルの形状、高速道路のインターチェンジの通行可能性など、詳

細な図面や現地調査を含んだ具体的な検討もなされています。さらに、社会や環境

への影響も専門家を交えた評価がなされました。広報面では、地元の理解促進のた

めの研究者サイド、自治体サイド、あるいは両者協力しての非常に活発な活動が行

われてきました。 

 

4. ILCの波及効果について 

 

「論点メモ」では、ILCが特段の社会経済的価値をもたらすものではないと指摘され、

当惑しています。確かに、文科省の委託調査でまとめられた経済波及効果の調査資

料は、分科会での議論でもありましたように、検討した部分が産業連関表での通常の

消費や機器製造、土木建築の効果と、CERN の調査結果に基づいた参加企業の生

産性向上のファクター（×3.0）を日本企業分担想定額に乗じたものの総計です。この

ような推計から出てくる数字が他の公共事業を超えるものでないことに、全く同感い

たします。 

私たちも、このような調査結果を科学技術拠点の経済波及効果であるとすること

は、適切ではないと考えます。一方、経済学者の方々からも、「科学技術計画は、最

新技術を用いれば用いるほど、あるいは類似例がなければないほど、経済波及効果

を数字にすることは難しい。なぜなら経済波及効果は過去の事例をもとにモデル化し

て数字として推算する必要があるからだ。科学研究の経済波及効果は、今ホットな研

究課題の一つである。」との意見をいただいています。 

 

4.1 科学技術計画の経済効果に関する一般的傾向 

 

欧州では、科学技術の大きな競争的資金である HORIZON2020 プログラムの経済

波及効果や、CERN の成功の分析などが OECD との協力のもとで行われ、複雑なパ

ラメータ計算の結果として、HORIZON2020 の経済波及の乗数は通常の 1〜2 をはる

かに超えた 10 近い数字であると報告されています。国内でも、科学技術基本計画に

対する効果の乗数として科学技術・学術政策研究所の試算で 4〜5 程度の数字が報

告されていて、科学技術計画は投資効果が高いという傾向は共通しています。 
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4.2 CERNなどの実例から 

 

大型プロジェクトには超伝導・高速制御・電磁制御・分析ソフト・放射線センサーな

ど様々な要素技術を向上させる人材が集うことから、イノベーションの発生など、予測

できない効果の方が大きいことは、CERN、SLAC、米国フェルミ研究所などの海外研

究機関、KEK、理研などの国内研究機関の発展を知るものにとっては、実感されるこ

とです。特に、CERN は人材の集積効果が極めて高く、OECD でも成功した研究所の

代表例として高い評価を得ています。貴委員会で相原参考人のヒヤリングの付帯資

料として提出されていた CERN の資料は、建設での消費や産業連関表では表せない、

大きな波及効果をまさに示していると思います。 

CERN は Science for Peace を合言葉に欧州を科学でつなぐという役割を担って

1954年に設立されました。CERNは 60年たった今、国連のオブザーバーステータスも

得た世界の科学のシンボルとも言える存在になりました。WWWをはじめとする情報通

信システムの基盤技術、放射線センサー、PET 診断などの医療技術等、当初予想も

されなかった新しい技術が生まれ、世界の経済や医療にも極めて大きな貢献をして

います。 

 

4.3 加速器を用いた科学技術の観点から 

 

加速器という視点で捉えると、技術的観点からの効果が見えてくると思います。最

先端の技術に挑戦する先端的加速器の存在があってこそ、研究基盤としてのイオン

加速器、放射光施設、中性子源、社会インフラとしての加速器群（X 線装置から、重

粒子線ガン治療など）が持続的に発展するという見方があります。例えば、SLAC で

開発された常伝導 S-band加速管は、全世界で広く多分野で使用されています。 

ただし、その普及は多くの研究機関や企業によってなされたのであり、これらの経

済波及効果は、加速器科学全体への投資が生んだ成果です。SACLA で採用された

C-band加速管や European XFELの L-band超伝導加速管は、リニアコライダーの技

術開発の成果ですが、それらも今までの加速器科学の発展と成果の上に成り立って

いるものであり、同様に加速器科学全体としての成果です。超伝導加速器の技術は、

特に欧州・米国・インド・中国・日本において、放射光、中性子源、加速器駆動核変換

などの加速器応用に急速な広がりを見せています。 
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高エネルギー物理学および原子核物理学は加速器とともに発展し、放射光科学や

中性子科学などの多くの学術分野や民生技術を派生するなど、経済社会の発展の

源の一つとなっています。これを実際の経済活動と成長に繋げられるかは、社会経

済的な環境、そして挑戦意欲を持つ人材が一定数以上存在することが条件であると

経済学者の方々から助言を得ています。研究所だけで大きな経済波及効果が生ま

れるわけではなく、その環境整備が必要であることから、産学連携を担う先端加速器

科学技術推進協議会が 2008年に設立されました。 

5. 国民への広報活動等について

「国民に事実を正確に伝えた上で、その学術的意義の理解と支持を得なければな

らない」との指摘に、賛意を表します。ILC 計画では、学術的意義に加え、教育、経済、

社会への影響についても理解を広げるように務めてきました。講演会やサイエンスカ

フェ、中学高校への出前授業などを多数実施してまいりました。私たちはこれらの取

り組みの中で、一方的な情報提供に陥らずに、双方向のコミュニケーションとなるよう

努めてきました。 

今年 4月には、発起人押井守などの映像クリエーターを中心にして、全国で ILC実

現のための署名活動を展開する「ILC supporters」が結成されました。これは ILCの物

理や社会的意義への共感から ILC を応援しようという方々の組織で、加入者は現在

20 万人を超えています。また、6 月には、ILC が「世界と繋がる地方創生」を生み出す

新しいモデルとなることを目指して、隈研吾やロバート・キャンベルなどの文化人、経

済人、学識経験者により「ILC100人委員会」が結成されました。 

6. 最後に

本文書では、非公式な海外政府・議会との議論、研究者が最適と評価した建設サ

イトでの地質・技術・環境・工程等の調査および地域社会との共同活動、国内での政

治・経済・社会の各層との連携の３点を中心に、補足的な情報を提供させていただき

ました。ILC計画推進の全体像を理解するための助けになれば、幸甚です。 



参考４－５
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